
機能強化計画の進捗状況（要約）

１．１５年４月から１７年３月の全体的な進捗状況

２．１６年１０月から１７年３月までの進捗状況

３．計画の達成状況

４．計画の達成状況に対する分析・評価及び今後の課題

 もう一つの大きな項目である「健全性の確保・収益性の向上等に向けた取組み」の達成状況においては下記の通りとなります。
  評価できる項目としては債権償却引当システムの導入、償却引当規程の改定、不動産担保システムへの登録、研修会の実施等適正な自己査定実施の為の態勢を整えました。ガバナン
スの強化として、ディスクロージャー誌及び半期ディスクロージャー誌の発行、同内容のホームページへの掲載を実施し、当金庫の経営内容・地域貢献状況・総代の氏名や選考基準等の
情報を開示しました。また、上半期決算の説明会及び意見交換の場として、「地区総代会」を7つの地区に分けて実施しました。
  一方、収益管理態勢の整備と収益力の向上については、信用リスクデータの蓄積等金利設定のための内部基準の整備及びその活用を検討したのみに留まり、集中改善期間中に当金
庫独自の基準金利「しまなみ短期プライムレート」を導入したが、リスクに応じたプライシングの設定及び実施は出来ませんでした。格付・自己査定による貸出金利の設定については、デー
タ整備の完了に伴い、プライシングガイドラインについて検討のうえ、平成17年度中に実施する方針です。
  今後の課題としては、この集中改善期間の経験を踏まえ、15年8月に策定した計画の「中小企業金融の再生に向けた取組み」及び「健全性の確保・収益性の向上等に向けた取組み」にお
ける各項目の具体的施策を継続実施していくことはもとより、平成16年12月に金融庁より公表された「金融改革プログラム」に沿った新たなアクションプログラムを策定し、その具体的施策
の検討及び実施が必要であると認識しています。

　大きな項目の一つである「中小企業金融の再生に向けた取組み」の達成状況において、高く評価できる項目としては、次の項目があげられます。
  当金庫は集中改善期間開始前の15年3月において中小企業診断士2名による「企業再生支援プロジェクトチーム」を設置し、取引先に対する経営相談・支援機能の強化を実施しました。ま
た、日本振興銀行への出向実施（2名）や中小企業診断士資格者の育成をはじめ、各種外部研修への参加及び庫内研修等目利きのできる人材の育成を積極的に実施しました。また、営
業統括部に創業・新事業支援担当者を設置し、ビジネス・マッチング会の開催等、顧客に対する情報の発信源としての態勢整備が整いました。
  しかし、実施した個別項目のほとんどが、当初提出した計画書において具体的取組策ができているものであり、「早期事業再生に向けた取組み」の大半の項目においては、当金庫の取引
先及び地域においては具体的な案件がなく研究及び検討に留まりました。
 

計画策定時の取組方針及び具体的取組策については、各項目においてほぼ実施スケジュール通りに達成したものと認識しています。

Ⅰ.中小企業金融の再生に向けた取組み
1.創業・新事業支援機能の強化
　　三原地域の産学官連携、中小企業支援センター活用等の態勢整備が整いました。
2.取引企業に対する経営相談・支援機能の強化
　　ビジネスマッチング会の開催、㈱ベンチャーリンク主催の東京ビジネスサミットへの当金庫取引先の出展、経営セミナーの開催等経営情報の提供できる仕組みが整いました。
　　Ｍ＆Ａ仲介業務の取扱いを開始しました。
3.早期事業再生に向けた取組み
各種研修及び説明会等に参加し関係機関等よりの情報収集を実施しました。
広島県中小企業再生支援協議会の機能活用を実施しました。
4.新しい中小企業金融への取組み強化
第三者保証を徴求しない、企業格付を活用した新商品「トラスト」の取扱いを開始しました。
5．顧客への説明態勢の整備、相談、苦情処理機能の強化
広島地域円滑化会議に出席及び「コンプライアンスマニュアル」の改訂等コンプライアンス態勢の整備を図りました。
Ⅱ.健全性の確保、収益性の向上等に向けた取組み
1.資産査定、信用リスク管理の強化
　　債権償却引当システムの導入、償却引当規程の改定、研修会の実施等適正な自己査定実施の為の態勢を整えました。
2.ガバナンスの強化
　　半期ディスクロージャー誌の発行、同内容のホームページへの掲載等を実施しました。
　　上半期決算の説明会及び意見交換の場として、「地区総代会」を7つの地区に分けて実施しました。

　15年8月に「リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログラム」を策定し,同年10月に「中小企業金融の再生に向けた取組み」及び「健全性の確保・収益性の向上等
に向けた取組み」の各項目の取組みの実施及び進捗管理態勢の構築のために「アクションプログラム推進委員会」を設置しました。
　各項目の具体的な取組みについては、ほぼスケジュール通りに進捗したと認識しています。

1 （しまなみ信用金庫）



５．アクションプログラムに基づく個別項目の計画の進捗状況

具体的な取組み スケジュール 進捗状況 備　　　考　
１５年度 １６年度 １５年４月～１７年３月 １６年１０月～１７年３月

Ⅰ．中小企業金融の再生に向けた取組み
１．創業・新事業支援機能等の強化
（１）業種別担当者の配置等融資審査態勢の強化 ・本部審査態勢充実

のため、審査担当者
の増員を図る予定で
す。
・融資トレーニーを継
続実施します。
・融資研修生制度を
継続実施します。
・融資専担者によるＯ
ＪＴを実施します。

・研修の年間スケ
ジュールを立案。
・融資トレーニーを
継続実施。
・融資研修生制度
を継続実施。
・本部審査担当者
の増員。
・研修制度の内容
反省と次年度の検
討。

左記取組みを
継続実施しま
す。

・審査担当を2名（2名→4名）増員し、審査態
勢を強化した。
・研修のスケジュールを立案。それに沿って4
月以降、6回の融資研修を実施。（15年度）
・ 融資トレーニーを実施。（年間19名）
・15年12月、融資研修生対象に研修実施（15
年11月、6名増員）
・融資専担者によるOJTは未実施。
・研修のスケジュールを立案。それに沿って4
月以降、6回の融資研修を実施済み。(16年
度）

・研修スケジュールに沿って、４回の研修を行っ
た。

（２）企業の将来性や技術力を的確に評価できる人材
の育成を目的とした研修の実施

3その他関連関連す
る取組みに記載

（３）産学官とのネットワークの構築・活用や日本政策
投資銀行との連携。「産業クラスターサポート会議」へ
の参画

・信金中金を通じて、
日本政策投資銀行の
活用方法を検討しま
す。
・提携先の(株)ベン
チャーリンクのノウハ
ウ・ツールの有効活
用を行います。
・地区内中小企業の
技術開発や新事業の
展開等の情報入手や
支援を行います。
・中国地区産業クラス
ターサポート金融会
議への継続参加を行
います。

・信金中金を通じ
て、日本政策投資
銀行の活用方法を
検討します。
・提携先の(株)ベン
チャーリンクのノウ
ハウ・ツールの有効
活用を行います。
・地区内中小企業
の技術開発や新事
業の展開等の情報
入手や支援を行い
ます。
・中国地区産業クラ
スターサポート金融
会議への継続参加
を行います。

・中国地区産
業クラスターサ
ポート金融会
議への参加を
通じて、参加
企業との情報
交換、研究会・
交流会・セミ
ナーへの参
加。
・提携先の(株)
ベンチャーリン
クのノウハウ
等の活用によ
る取引先への
情報提供及び
新規事業の紹
介。

・中国地区産業クラスターサポート金融会議
には初回より参加。「全体会議」「地域分科会」
参加.
・信金中金中国支店で、日本政策投資銀行と
の提携内容の説明会に参加。
・産学官とのネットワークの構築・活用につい
ては、産学官セミナーに参加。
・中小企業総合支援センター、ニュービジネス
協議会への訪問実施。
・以前よりの提携先㈱ベンチャーリンクのツー
ルであるビジネスレポートの活用実施。
・広島大学産学連携センターを訪問し，情報
収集を実施。
・県立大学の技術公開セミナーに参加した。
・広島TLOの担当者、広島大学産学連携セン
ターの教授と信金中金を交えて、2回の研修
会に参加。相談できる態勢を整えた。
・中国地域ニュービジネス協議会広島東部支
部交流会に参加。
・三原地域連携推進協議会に参加。三原地域
の産官学連携態勢が整った。

・県立大学の技術公開セミナーに参加した。
・広島TLOの担当者、広島大学産学連携セン
ターの教授と信金中金を交えて、2回の研修会に
参加。相談できる態勢を整えた。
・中国地域ニュービジネス協議会広島東部支部
交流会に参加。
・三原地域連携推進協議会に参加。三原地域の
産官学連携態勢が整った。

項　　　　　目
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具体的な取組み スケジュール 進捗状況 備　　　考　
１５年度 １６年度 １５年４月～１７年３月 １６年１０月～１７年３月

項　　　　　目

（４）ベンチャー企業向け業務に係る、日本政策投資
銀行、中小企業金融公庫、商工組合中央金庫等との
情報共有、協調投融資等連携強化

・信金中金を通じて、
日本政策投資銀行の
活用を検討します。
・中小公・商工中金・
国民公・信用保証協
会との連携強化を検
討します。

・日本政策投資銀
行の活用を検討。
・中小公・商工中
金・国民公との連携
強化の検討。
・信用保証協会との
勉強会を実施。
・制度融資業務の
勉強会の検討及び
実施。

左記取組みを
継続実施しま
す。

・ 信金中金中国支店で、日本政策投資銀行と
の提携内容の説明会に参加済み。
・ 国民生活金融公庫尾道支店に訪問、中小
公、商工中金、情報収集し制度融資のパンフ
レット徴求。
・ 信用保証協会職員による研修を福山地区と
三原地区とで実施。
・広島県信用保証協会と提携し、当金庫の信
用格付を基準とした協調融資「ハーモニー」を
開始。（16年3月～）
・中小企業金融公庫・国民生活金融公庫と業
務連携、協力に関する覚書を締結した。
・保証協会との勉強会を開催（H16.5.7　当庫
職員32名出席）
・平成17年1月に中小企業金融公庫との勉強
会を開催した。

・平成17年1月に中小企業金融公庫との勉強会
を開催した。

（５）中小企業支援センターの活用 ・営業店及び融資専
担者による中小企業
支援センターとの情
報交換を行います。
・中小企業支援セン
ターが提供するサー
ビスを取引先に紹介
します。

・中小企業支援セ
ンターの活用方法
を検討。
・中小企業支援セ
ンターとの情報交
換。
・創業・経営革新の
取組みを検討して
いる企業への中小
企業支援センター
の紹介。

左記取組みを
継続実施しま
す。

・中小企業総合支援センターには融資部・営
業統括部より訪問実施し、情報交換を行っ
た。
・がんばる中小企業「なんでも相談ホットライ
ン」を営業店に紹介。
・中小企業支援センターの活用について、金
庫内で説明会を実施。
・中小企業支援センターの諸行事及び中小企
業ネットマガジンについて営業店に紹介。
・ビジネスサポート事業用のリーフレットを作
成して、相談シートにより地域の中小企業支
援センターに持ち込める体制を構築しました。
・中小企業庁発行の『中小企業の会計』（改定
版）を営業店を通じて、配布しました。

・ビジネスサポート事業用のリーフレットを作成し
て、相談シートにより地域の中小企業支援セン
ターに持ち込める体制を構築しました。
・中小企業庁発行の『中小企業の会計』（改定
版）を営業店を通じて、配布しました。
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具体的な取組み スケジュール 進捗状況 備　　　考　
１５年度 １６年度 １５年４月～１７年３月 １６年１０月～１７年３月

項　　　　　目

２．取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
（１）経営情報やビジネス・マッチング情報を提供する
仕組みの整備

・信金ふれ愛ネット・
(株)ベンチャーリンク
等の各種サービスの
有効活用を検討しま
す。
・各種経営情報やビ
ジネス・マッチング機
能の利用向上を図り
ます。

・信金ふれ愛ネッ
ト・(株)ベンチャーリ
ンク等の各種サー
ビスの有効活用の
検討。
・ビジネスマッチン
グの企画・参加の
促進。
・講演会・セミナー
の実施。
・ビジネスサミットへ
の参加。

１５年度取組
み実績の検証
及び、それを
踏まえた効果
的施策の検
討。

・15年11月に開催された㈱ベンチャー・リンク
主催による「東京ビジネスサミット」について、
当金庫の会員企業に対して出展依頼を行った
が出展企業はなかった。
・取引先への情報提供の一つとして、小冊子
「助成金・公的支援の早分かり」を配布。
・全国の信用金庫をネットワークで結んだ「し
んきんビジネス・マッチングサービス」を開始。
・「しまなみビジネスクラブ」会員を中心に、経
営セミナーを実施。
・㈱ベンチャーリンクのツールである取引先紹
介サービス「ニーズカプセル」に取引先企業掲
載。
・16年10月に開催される｢東京ビジネスサミッ
ト｣に会員企業3社が出展を決定。開催に向け
準備着手。　　　　　　　　　　　　　　　　　・他行
庫のマッチング会に参加。
･販路拡大を求め｢東京ビジネスサミット｣にビ
ジネスクラブ会員3社が出展。
・尾道市主催の新規事業提案コンペに参加、
事業先の情報を該当店に還元した。
・ビジネスサポート事業用リーフレットと相談
シートを作成して、ニーズに合った金融支援や
情報提供を行なえる態勢を構築しました。
・平成17年3月、ビジネスマッチング会を開催。
出席企業68社・PR出展企業17社・企業プレゼ
ンテーション3社。

･販路拡大を求め｢東京ビジネスサミット｣にビジネ
スクラブ会員3社が出展。
・尾道市主催の新規事業提案コンペに参加、事
業先の情報を該当店に還元した。
・ビジネスサポート事業用リーフレットと相談シー
トを作成して、ニーズに合った金融支援や情報提
供を行なえる態勢を構築しました。
・平成17年3月、ビジネスマッチング会を開催。出
席企業68社・PR出展企業17社・企業プレゼン
テーション3社。

（２）コンサルティング業務、Ｍ＆Ａ業務等の取引先企
業への支援業務の取組み

・信金ふれ愛ネット・
(株)ベンチャーリンク
等の各種サービスの
有効活用や、監査法
人、顧問税理士、信
金中金、信金キャピタ
ル等と協力・利用し、
コンサルティング・Ｍ
＆Ａ・ビジネスマッチ
ング等の支援業務を
行います。

・信金ふれ愛ネット
・ (株)ベンチャーリ
ンク等の各種サー
ビスの有効活用の
検討。
・ 監査法人との協
力態勢の検討。
・信金キャピタル活
用の検討。

左記取組みを
継続実施しま
す。

・取引先の悩み・相談に乗り、解決に向けて取
組む融資ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰを新設した。
・業務方法書の改定については、事務ガイドラ
インの変更を受けて検討中。
・しんきんふれ愛ネット、㈱ベンチャーリンク等
の各種サービスの有効活用について渉外担
当者向けに周知した。
・業務方法書を改定して、平成17年3月にM&A
仲介業務の取扱いを開始した。

・業務方法書を改定して、平成17年3月にM&A仲
介業務の取扱いを開始した。

（３）要注意先債権等の健全債権化及び不良債権の
新規発生防止のための体制整備強化並びに実績公
表 別紙様式３－２、３－３及び３－４参照

（４）中小企業支援スキルの向上を目的とした研修の
実施

3その他関連関連す
る取組みに記載
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具体的な取組み スケジュール 進捗状況 備　　　考　
１５年度 １６年度 １５年４月～１７年３月 １６年１０月～１７年３月

項　　　　　目

３．早期事業再生に向けた積極的取組み
（１）中小企業の過剰債務構造の解消・再生の取組
み。「早期事業再生ガイドライン」の趣旨を踏まえた事
業再生への早期着手

・企業再生支援プロ
ジェクトチーム設置。
・経営改善方策の検
討を行います。

・「企業再生支援プ
ロジェクトチーム」
の設置。
・事例や情報等の
収集。
・研修等の活用に
よりノウハウ取得。
・プリパッケージ型
事業再生及び私的
整理ガイドラインの
検討。

左記取組みを
継続実施しま
す。

・ 関係機関から情報収集実施。
・全信協、中信協の研修に参加。
・信金中金主催「中小企業経営改善支援実務
研修」に参加。
・案件により監査法人、税務当局と相談しなが
ら無税償却が可能か検討。
・事業再生に向け経営改善計画書の作成を
指示、指導。
・経済産業省「事業再生人材育成プログラム
導入促進事業」「産業・金融再生のための事
業再生人材育成講座」1名受講。
・（社）金融財政事情研究会主催ニューバンキ
ングセミナー「ケーススタディこうして事業再生
を成功させた」を１名受講。
・再生支援チーム選定先について経営改善計
画の進捗管理を四半期毎に実施（試算表徴
求、経営改善計画進捗管理表作成）。

・全信協主催「企業再生支援講座」に１名参加
・信金中金主催「中小企業経営改善支援実務研
修」に１名参加

（２）地域の中小企業を対象とした企業再生ファンドの
組成の取組み

・企業再生ファンドが
有効に活用できるか
どうか検討します。

・ファンド運営会
社、信金中金から
情報収集。
・再生事例の研究。

・企業再生ファ
ンドの有効性
の見極め及び
利用の検討。

・みずほコーポレート銀行ファイナンス部、監
査法人トーマツ関係会社からプレゼンテーショ
ンを受け検討。
・経済産業省「事業再生人材育成プログラム
導入促進事業」「産業・金融再生のための事
業再生人材育成講座」受講。
・（社）金融財政事情研究会主催ニューバンキ
ングセミナー「ケーススタディこうして事業再生
を成功させた」を受講。
・全信協主催「企業再生支援講座」に参加。
・信金中金主催「中小企業経営改善支援実務
研修」に参加。
・㈱整理回収機構から企業再編ファンドの説
明を受ける。

・全信協主催「企業再生支援講座」に１名参加。
・信金中金主催「中小企業経営改善支援実務研
修」に１名参加。
・㈱整理回収機構から企業再編ファンドの説明を
受ける。

（３）デット・エクイティ・スワップ、DIPファイナンス等の
活用

・デット・エクイティ・ス
ワップ、ＤＩＰファンナン
ス等が有効に活用で
きるかどうか検討しま
す。

・再生事例を収集
し、当庫取引先に
適用できるか研
究。

・デット・エクイ
ティ・スワップ、
ＤＩＰファイナン
ス等の有効性
の見極め及び
利用の検討。

・研修受講により事例及び仕組みの研究。
・経済産業省「事業再生人材育成プログラム
導入促進事業」「産業・金融再生のための事
業再生人材育成講座」受講。
・（社）金融財政事情研究会主催ニューバンキ
ングセミナー「ケーススタディこうして事業再生
を成功させた」を受講。
・日本政策投資銀行のDIPファイナンスについ
てのセミナーに参加。
・全信協主催「企業再生支援講座」に参加。
・信金中金主催「中小企業経営改善支援実務
研修」に参加。
・㈱整理回収機構からDDSの説明を受ける。
・DDSについて検討したが現状では対象先無
し。

・日本政策投資銀行のDIPファイナンスについて
のセミナーに参加
・全信協主催「企業再生支援講座」に１名参加
・信金中金主催「中小企業経営改善支援実務研
修」に１名参加
・㈱整理回収機構からDDSの説明を受ける。
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具体的な取組み スケジュール 進捗状況 備　　　考　
１５年度 １６年度 １５年４月～１７年３月 １６年１０月～１７年３月

項　　　　　目

（４）「中小企業再生型信託スキーム」等、ＲＣＣ信託機
能の活用

・「中小企業再生型信
託スキーム」等、ＲＣ
Ｃ信託機能が有効に
活用できるかどうかを
検討します。

・再生事例を収集
し、当庫取引先に
適用できるか研
究。

・「中小企業再
生型信託ス
キーム」等、Ｒ
ＣＣ信託機能
の有効性の見
極め及び利用
の検討。

・信金中金主催のRCC説明会に参加。
・経済産業省「事業再生人材育成プログラム
導入促進事業」「産業・金融再生のための事
業再生人材育成講座」受講。
・（社）金融財政事情研究会主催ニューバンキ
ングセミナー「ケーススタディこうして事業再生
を成功させた」を受講。
・㈱整理回収機構広島支店から再生スキーム
の説明を受ける。

・㈱整理回収機構広島支店から再生スキームの
説明を受ける。

（５）産業再生機構の活用 ・「産業再生機構」が
有効に活用できるか
どうか検討します。

・信金中金等から
情報収集。
・再生事例を収集
し、当庫取引先に
適用できるか研
究。

・「産業再生機
構」の機能の
有効性の見極
め及び利用の
検討。

・信金中金及び業界誌等から情報収集実施。
・経済産業省「事業再生人材育成プログラム
導入促進事業」「産業・金融再生のための事
業再生人材育成講座」受講。
・（社）金融財政事情研究会主催ニューバンキ
ングセミナー「ケーススタディこうして事業再生
を成功させた」を受講。
・産業再生機構　代表取締役専務　冨山和彦
氏のセミナー受講。

・産業再生機構　代表取締役専務　冨山和彦氏
のセミナー受講。

（６）中小企業再生支援協議会への協力とその機能の
活用

・中小企業再生支援
協議会が有効に活用
できるかどうか検討し
ます。

・「企業再生プロ
ジェクトチーム設置
済み。
・広島県中小企業
再生支援協議会、
尾道地域中小企業
支援センター、中小
企業・ベンチャー総
合支援センターへ
の訪問。
・商工会議所との意
見交換。
・信金中金等から
の情報の収集。
・再生・活動事例の
収集にて、当庫取
引先に適用できる
かの研究。
・中小企業支援協
議会の専門家派遣
制度等の利用。

・定期的な中
小企業再生支
援協議会・支
援センター・商
工会議所との
連絡
・研究結果を
踏まえて、対
象企業の選
定。
・「産業再生機
構」の機能の
有効性の見極
め及び利用の
検討。

・ 商工会議所訪問し指導員と面談情報交換
実施。
・中小企業再生支援協議会の富士山プロジェ
クトマネージャーと面談、今後の協力体制に
ついて協議。
・広島県中小企業再生支援協議会「事業再生
実務研究会」に参加。
・広島県中小企業再生協議会に支援依頼して
いた当庫経営支援先に対する「広島県中小企
業再生協議会の経営改善計画」策定。当庫は
メイン行としてその経営改善計画に基づき、リ
スケジュール実施。
・当庫サブ取引企業2先について、メイン行か
ら中小企業再生支援協議会に支援依頼があ
り、中小企業再生支援協議会と協議する。

当庫サブ取引企業2先について、メイン行から中
小企業再生支援協議会に支援依頼があり、中小
企業再生支援協議会と協議する。

（７）企業再生支援に関する人材（ターンアラウンド・ス
ペシャリスト）の育成を目的とした研修の実施

3その他関連関連す
る取組みに記載
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具体的な取組み スケジュール 進捗状況 備　　　考　
１５年度 １６年度 １５年４月～１７年３月 １６年１０月～１７年３月

項　　　　　目

４．新しい中小企業金融への取組みの強化
（１）ローンレビューの徹底、財務制限条項やスコアリ
ングモデルの活用等。第三者保証の利用のあり方

・融資実行後も定期
的な財務報告書等の
提出や訪問、業況ヒ
アリングにより財務内
容を常に把握し、急
激な業況の変化の対
応に努めます。
・職員の審査能力向
上のため、ＯＪＴ・研修
制度の充実により、
審査能力の向上を目
指します。

・研修の年間スケ
ジュールの立案。
・融資トレーニーの
実施。
・融資研修制度の
実施。
・本部審査担当者
の増員。
・事前相談にて、定
性面・将来性を重
視した融資への取
組み。
・財務制限条項の
適用可能性につい
ての研究。
・業況悪化先に対
する事後モニタリン
グの強化による
ローンレビューの徹
底。

・財務制限条
項の適用可能
性についての
研究。
・スコアリング
モデルの活用
については、
庫内格付の活
用、外部格付
機関等の利用
を含め、分析
ツールとして検
討を行いま
す。

・ 年間研修スケジュールに則り、6回の融資研
修を実施（15年度）
・ 融資トレーニーを実施。（年間19名）・ 12月、
融資研修生対象（6名増員）研修実施
・研修スケジュールに基づき6回の融資研修を
実施した。（16年度）
・平成16年9月に中間管理制度を制定。
・ 第三者保証を徴求せず、スコアリングモデ
ル及び格付けを活用した新商品の開発。
・外部格付的意味合いを持つ「SDB（中小企業
信用リスクデータベース）」の導入を決定した。
・16年7月より中小企業診断士2名を日本振興
銀行へ出向させ定性面の評価方法について
のノウハウを習得させ企業信用格付と自己査
定の整合性の向上に活用する。
・第三者保証を徴求しない、企業信用格付を
活用した新商品「トラスト」を平成16年10月に
取扱い開始。

・第三者保証を徴求しない、企業信用格付を活
用した新商品「トラスト」を平成16年10月に取扱い
開始。

（３）証券化等の取組み ・無担保私募債受託
への取組みの検討
・ＣＬＯやコミュニティ・
クレジット等、業界団
体との情報や連携の
もと研究を行います。

・ＣＬＯ（ローン担保
証券）の研究
・コミュニティ・クレ
ジットの研究
・無担保私募債受
託への取組みの検
討を行い、態勢整
備を図ります。

・ＣＬＯ（ローン
担保証券）の
研究
・コミュニティ・
クレジットの研
究
・無担保私募
債受託への取
組みの検討を
行い、態勢整
備を図ります。

・保証付私募債への取組においては、信金中
金等との連携を図り研究を実施。
・CLO及びｺﾐｭﾆﾃｨ・ｸﾚｼﾞｯﾄとも実績なし。

特にありませんでした。

（５）信用リスクデータベースの整備・充実及びその活
用

・企業格付のデータ整
備を行います。
・企業格付と自己査
定区分との整合性の
検証を行います。
・中信共・ＳＳＣのデー
タ整備・分析結果の
利用を検討します。
・信用リスクデータの
活用方法の検討を検
討します。
・自動審査システム等
の活用方法の検討を
行います。

・企業格付と自己査
定区分との整合性
検証。
・企業格付に基づく
金利設定と実質金
利との検証。
・中信共・ＳＳＣの
データ整備・分析結
果の利用検討。
・信用リスクデータ
の活用方法の検
討。
・自動審査システム
等の活用方法の検
討。

・上記取組継
続実施し、シス
テム活用に向
けて試行を行
います。

・旧福鞆信金各店においては、格付導入に際
し事前に説明会を実施し、導入後は臨店指導
も実施。
・企業信用格付の実施とデータの蓄積。
・16年3月末自己査定と格付の整合性の調査
（整合率64.47％）。
・格付による基準金利と貸出金利について検
証を行い、基準金利より低い貸出については
金利引上げ対応。
・外部格付的意味合いを持つ「SDB（中小企業
信用リスクデータベース）」の導入を決定した。

・企業信用格付を引き続き実施し、データの蓄積
を行いました。
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具体的な取組み スケジュール 進捗状況 備　　　考　
１５年度 １６年度 １５年４月～１７年３月 １６年１０月～１７年３月

項　　　　　目

５．顧客への説明態勢の整備、相談・苦情処理機能の強化

（１）銀行法等に義務付けられた、貸付契約、保証契
約の内容等重要事項に関する債務者への説明態勢
の整備

・事務ガイドラインを
踏まえ、規程等の改
定や内部管理態勢の
整備を行っていきま
す。
・各種約定書につい
ても「双方署名方式」
の研究・検討を行いま
す。
・各契約締結における
説明内容の明確化を
図ります。

・事務ガイドライン
を踏まえ、規程等
の改定や内部管理
態勢の研究・検討。
・各種約定書につ
いて「双方署名方
式」の研究・検討。
・各契約締結にお
ける説明内容の明
確化、マニュアル作
成検討。

左記項目の検
討結果を踏ま
え、確実な実
行を行いま
す。

・庫内規程、内部管理体制、約定書の見直し
等について協議。また、先進金融機関からの
情報収集（マニュアル、取引約定書の見直し、
説明体制のルールづくり等）を行った。
・平成16年9月に庫内規程を作成・施行した。
・平成16年9月に顧客への説明態勢に係る説
明会開催を決定した。
・平成16年9月に庫内規程に基づく「与信取引
に係る顧客への説明マニュアル」を作成した。
・平成16年9月に「与信取引に係る顧客への
説明マニュアル」の店内勉強会を各営業店に
実施した。

（２）「地域金融円滑化会議」の設置・開催 ・｢地域金融円滑化会
議」において意見交
換された情報等を
フィードバックし、コン
プライアンス委員会等
にて活用を図ります。

・研修会の実施、研
修報告書の提出。
・コンプライアンス
担当者会議の開
催。

左記取り組み
を継続し、一
層強化を図り
ます。

・第1・2・3・4・5・7・8回広島地域金融円滑化会
議に出席。
・15年11月　監査部へコンプライアンス担当者
を設置し、苦情相談等の窓口一元化を図っ
た。

・第7・8回広島地域金融円滑化会議に出席。

（３）相談・苦情処理体制の強化 ・苦情・相談窓口を設
置し、苦情処理の一
本化及び強化を図り
ます。
・事件・事故・苦情等
については「苦情処
理または事故処理記
録簿」に記載し、実態
把握に努めます。
・事例のフィードバック
により、事件・事故・
苦情の未然防止と再
発防止を検討します。

・研修会の実施及
び報告書の提出。
・四半期毎に事例
のフィードバック。
・各階層別研修会
の実施。
・相談・苦情窓口の
設置。
・業界団体等の主
催による研修会へ
の積極的参加。

左記取り組み
を継続し、一
層強化を図り
ます。

・全信協コンプライアンス研修会参加（東京）。
・コンプライアンス講座（広島）参加。（15年9
月、16年9月）
・部店長(臨時）会議等で事例発表。
・各部店のコンプライアンス研修会実施（毎
月、報告は四半期）。
・15年11月　監査部へコンプライアンス担当者
を設置し、苦情相談等の窓口一元化を図っ
た。
・コンプライアンス管理者会議開催。
・コンプライアンス委員会開催。
・17年1月　「事故等の取扱に関する規程」「コ
ンプライアンス委員会運営要領」「コンプライア
ンスマニュアル」改訂

・部店長会議等で事例発表。
・コンプライアンス管理者会議開催。
・コンプライアンス委員会開催。
・17年1月　「事故等の取扱に関する規程」「コン
プライアンス委員会運営要領」「コンプライアンス
マニュアル」改訂

・ホームページにて掲
載を予定しています。

・半期毎にホーム
ページ上で公表す
る。

・要約の公表
を含め、６ヶ月
毎にホーム
ページにて掲
載

６ヵ月毎にホームページ上に掲載 16年11月にホームページに掲載。６．進捗状況の公表
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具体的な取組み スケジュール 進捗状況 備　　　考　
１５年度 １６年度 １５年４月～１７年３月 １６年１０月～１７年３月

項　　　　　目

Ⅱ．各金融機関の健全性の確保、収益性の向上等に向けた取組み
１．資産査定、信用リスク管理の強化
（１）①適切な自己査定及び償却・引当の実施 ・自己査定研修会の

実施
・企業格付の実施及
びローンレビューによ
り、自己査定の精度
向上を目指します。

・自己査定経験の
浅い担当者や責任
者向け研修会の実
施。（７月・１１月）
・自己査定実施に
向けての説明会の
実施。（１１月・１月）
・償却・引当規程遵
守のための説明会
実施。（３月）

・16年9月基準
で表債1億円
以上の要注意
先・要管理先
の中間管理を
実施します。
・左記取組み
を継続実施し
ます。

・旧福鞆顧客の企業格付け着手。
・15年7月  自己査定研修会実施（初心者
向）。
・15年11月自己査定研修会実施。
・15年11月自己査定基準要領の一部改訂。
（条件緩和債権等）
・15年12月から1月にかけて自己査定オペ
レーション研修実施。
・16年1月自己査定説明会実施。
・16年2月償却、引当担当者向け説明会実
施。
・16年7月自己査定研修会実施。
・16年9月基準中間管理準備。償却、引当金
システム導入検討。
・16年11月、12月、17年1月自己査定研修会
実施。16年11月自己査定Ｑ＆Ａ改訂。
・16年12月自己査定支援システムサーバー
新。12月債権償却引当システム導入。等ハー
ド面の充実。
・17年3月期より破綻懸念にＤＣＦ方式導入。
及び、部分直接償却の実施。

平成16年11月、12月、17年1月自己査定研修会
実施。16年11月自己査定Ｑ＆Ａ改訂。
16年12月自己査定支援システムサーバー新。12
月債権償却引当システム導入。等ハード面の充
実。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17
年3月期より破綻懸念にＤＣＦ方式導入。及び、
部分直接償却の実施。

（１）②担保評価方法の合理性、処分実績からみた評
価精度に係る厳正な検証

・不動産担保評価シ
ステム導入スケ
ジュールに基づき、順
次システム対応を図
ります。
・処分実績をもとに、
毎期担保評価の整合
性を検証します。

・不動産担保評価
システム導入スケ
ジュールに基づき、
順次システム対応
を図る。
・処分実績をもと
に、毎期担保評価
の整合性検証。

・左記取組み
を継続実施し
ます。

･福山地区の破綻先、実質破綻先、破綻懸念
先について不動産担保評価システム移行完
了。
・任意売却、競売実績を集計し、担保評価との
乖離を検証して評価に反映。
・16年3月末時点、システム登録2,236先。
・平成16年9月末時点で要注意先以下の不動
産担保システムへの登録が完了。
・抵当権については、システム登録完了
・根抵当権については、自己査定未実施先を
除く先の登録を完了

・抵当権については、システム登録完了
・根抵当権については、自己査定未実施先を除く
先の登録を完了

（１）③金融再生法開示債権の保全状況の開示 ・ディスクロージャー
誌及びホームページ
にて開示を行います。

・ディスクロー
ジャー誌及びホー
ムページにて開
示。

・左記取組み
を継続実施し
ます。

・H15.11にホームページに掲載。
・H15.11に半期ディスクロージャー誌に掲載。
・H16.8にディスクロージャー誌に掲載。
・H16．9にディスクロージャー誌の内容をホー
ムページ上に掲載した。
・H16.11に半期ディスクロージャー誌を発行
し、同内容をホームページ上に掲載

・H16.11に半期ディスクロージャー誌を発行し、同
内容をホームページ上に掲載
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具体的な取組み スケジュール 進捗状況 備　　　考　
１５年度 １６年度 １５年４月～１７年３月 １６年１０月～１７年３月

項　　　　　目

２．収益管理態勢の整備と収益力の向上
（２）信用リスクデータの蓄積、債務者区分と整合的な
内部格付制度の構築、金利設定のための内部基準
の整備等

・信用格付けと自己
査定区分との整合性
を検証し、データの整
備を行います。
・当金庫独自の貸出
レートの検討及び導
入を図ります。

・企業格付け等の
データ整備。
・信用格付けと自己
査定区分との整合
性検証。
・当金庫独自の貸
出レートの検討及
び導入。
・信用リスクデータ
ベースの活用方法
の検討。
・収益管理手法に
ついての調査・研
究。
・格付けによる金利
設定の見直し
・信用格付けと自己
査定区分との整合
性を受けて、評価
方法を検討し、整
合的な内部格付制
度の構築を行う。

・新たな収益
管理手法構築
の検討。

・基準金利「しまなみ短期プライムレート」新規
設定。
・「格付・自己査定による貸出金利」に基づい
た金利対応を指示し、徹底を図った。
・企業信用格付の全店実施を行いデータの蓄
積を実施。
・企業信用格付と自己査定において不整合の
ものについて要因分析を行い一部企業信用
格付手法を修正した。
・16年7月より中小企業診断士2名を日本振興
銀行へ出向させ定性面の評価方法について
のノウハウを習得させ企業信用格付と自己査
定の整合性の向上に活用する。

・企業信用格付の全店実施を行いデータの蓄積
を実施。
・企業信用格付と自己査定において不整合のも
のについて要因分析を行い、一部企業信用格付
手法を修正した。

３．ガバナンスの強化
（２）①半期開示の実施 ・業界団体からの方

針に従い、半期開示
項目の検討を行いま
す。
・よりわかり易いディ
スクロージャー誌に向
けての検討を行いま
す。

・ディスクロー
ジャー誌の内容充
実に向けての検
討。

ホームページ
でによる半期
開示の検討。

・ホームページの掲載は、15年10月27日に実
施した。
・半期決算開示と地域貢献活動を掲載したタ
ブロイド版ディスクロージャーを15年11月20日
に１万枚作成・配布した。
H16.11月にも開示した。

H16.11月に開示した。 （媒体）
・半期ミニディス
クロージャー誌
・ホームページ

（２）②外部監査の実施対象の拡大等 実施済み 実施済み 実施済み 実施済み 実施済み

（２）③総代の選考基準や選考手続きの透明化、会
員・組合員の意見を反映させる仕組み等の整備

・総代の選任規程の
見直しの検討。
・総代会の仕組み、総
代の役割、総代選考
基準や選考方法等、
ディスクロージャー誌
に掲載する項目の検
討。
・総代の重任制限等
の検討。
・会員の意見を総代
会運営に反映させる
仕組みの検討。

・総代会機能向上
策の検討。
・ディスクロー
ジャー誌への任意
掲載項目となって
いる総代の氏名等
について、ヒアリン
グまたは告知のう
え検討実施。
・総代会選考基準
の検討。
・会員の意見を総
代会運営に反映さ
せる仕組みの検
討。

・ディスクロー
ジャー誌の作
成。
・ディスクロー
ジャー誌に関
するアンケート
等実施し、協
同組織運営、
総代会制度等
に対する理解
状況把握。
・会員の意見
を総代会運営
に反映させる
仕組みの検
討。

・H16.6.22第60期総代会を開催。
・ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌に総代会制度の仕組・選考
基準及び、総代氏名を開示した。
・H16.11月～12月にかけて、地区総代会を開
催し、半期決算報告を行い、部店長との意見
交換の場を設けた。

・H16.11月～12月にかけて、地区総代会を開催
し、半期決算報告を行い、部店長との意見交換
の場を設けた。
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具体的な取組み スケジュール 進捗状況 備　　　考　
１５年度 １６年度 １５年４月～１７年３月 １６年１０月～１７年３月

項　　　　　目

（２）④中央機関が充実を図る個別金融機関に対する
経営モニタリング機能等の活用方針

・信金中金における各
種経営相談機能の活
用の検討を行いま
す。
・信金中金との連携
強化により、必要に応
じてアドバイスや情報
提供を受けます。

・信金中金による決
算分析の活用。
・各種経営相談機
能の活用検討。
・従来通り、信金中
金との連携を継
続。

・信金中金に
よる決算分析
の活用。
・各種経営相
談機能の活用
検討。
・従来通り、信
金中金との連
携を継続。

・信金中金による決算分析等のレクチャーを
受け、収益改善策の推進。
・継続的に信金中金と連携をとり、必要に応じ
てアドバイスや情報提供を受けている。
・17年2月　全信協主催「収益管理講座」参
加。

17年2月　全信協主催「収益管理講座」参加。

４．地域貢献に関する情報開示等
（１）地域貢献に関する情報開示 ・１５年１１月頃まで

に、半期におけるディ
スクロージャー誌及び
ホームページにて掲
載予定です。

・１５年１１月頃まで
に、半期における
ディスクロージャー
誌及びホームペー
ジにて掲載予定。
・１６年度開示項目
の検討。

・ディスクロー
ジャー誌及び
ホームページ
にて地域貢献
に関する情報
開示。
・１７年度開示
項目の検討。

・ホームページのリニューアル実施。
・ディスクロ誌、ミニディスクロ誌、半期ディスク
ロ誌を作成配布した。
・半期決算開示と地域貢献活動を掲載したタ
ブロイド版ディスクロージャーを１万枚印刷し
た。
・三原・尾道ケーブルテレビ向けに文化的地
域貢献活動のＣＭを作成。Ｈ17.4月より放映
開始。

・三原・尾道ケーブルテレビ向けに文化的地域貢
献活動のＣＭを作成。Ｈ17.4月より放映開始。

５．法令等遵守（コンプライアンス）
行員による横領事件等、金融機関と顧客等とのリレー
ションシップに基づく信頼関係を阻害するおそれがあ
る問題の発生防止

3その他関連関連す
る取組みに記載

（備考）別紙様式１による個別項目の計画数・・・２８
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具体的な取組み スケジュール 進捗状況 備　　　考　
１５年度 １６年度 １５年４月～１７年３月 １６年１０月～１７年３月

項　　　　　目

３．その他関連する取組み（別紙様式２）
具体的な取組み スケジュール 進捗状況 備　　　考　

１５年度 １６年度 １５年４月～１７年３月 １６年１０月～１７年３月
・中小企業診断士の
資格取得の奨励、法
人融資渉外資格取得
の奨励、各種創業・新
規事業支援（目利き）
通信講座の受講、中
信協・全信協等外部
研修への参加。
・中小企業大学校へ
の再派遣の検討。

・中信協主催
　目利き研修講座11名参加。
　事業所融資開拓講座へ5名参加。
　貸出審査能力養成講座10名参加。
　債権管理回収講座10名参加。
　企業再生支援講座8名参加。
　渉外実践講座4名参加。
・全信協主催　目利き力養成講座（営業店編）
3名参加
　目利き力養成講座（本部編）2名参加
　債権管理回収講座1名参加。
・きんざい主催　ニューバンキングセミナー1名
参加。
・中小企業大学校主催、中小企業支援担当者
研修へ1名参加。
・きんざい主催、創業・新事業支援（目利き）講
座へ3名参加。
・中小企業診断士養成講座6ヶ月コース19名
参加。
・金融業務検定 融資能力2級 3名合格。
・経営支援アドバイザー2級、4名合格。
・ＦＰ2級（中小事業）、1名合格。
・日本振興銀行へ2名出向中。
・融資研修生制度の実施。

・ 企業再生支援講座　【全信協】　11月29日～12
月3日　1名派遣
・ 渉外実践講座　【中信協】　1月12日～14日　4
名派遣
・17年1月に中小企業大学校の入試を受けたが
不合格となり、17年度合格を目指して再度挑戦
中。
・ 貸出業務に携わる人材を養成するため、融資
研修生を10名指名し、1年計画のもと積極的に研
修等を行い3月に終了。

・ 17年度も融資
研修生を4名指
名。

・ 全信協が行なう企
業再生支援研修への
参加。
・ ＲＣＣ・信金中金等
から情報を収集。

・信金中金主催のRCC説明会に参加。
・全信協、中信協の企業再生支援に関する研
修に参加。
・経済産業省「事業再生人材育成プログラム
導入促進事業」「産業・金融再生のための事
業再生人材育成講座」受講。
・信金中金主催「中小企業経営改善支援実務
研修」に参加。

・全信協主催「企業再生支援講座」に１名参加。
・信金中金主催「中小企業経営改善支援実務研
修」に１名参加。

企業の将来性や技術力を的確に評価できる人材の育成
を目的とした研修の実施。中小企業支援スキルの向上
を目的とした研修の実施

企業再生支援に関する人材（ターンアラウンド・スペシャ
リスト）の育成を目的とした研修の実施

項　　　　　目
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具体的な取組み スケジュール 進捗状況 備　　　考　
１５年度 １６年度 １５年４月～１７年３月 １６年１０月～１７年３月

項　　　　　目

・苦情・相談窓口を設
置し、苦情相談処理
の一本化を図る。
・コンプライアンスの
日設定による意識の
醸成を図る。
・コンプライアンス委
員会開催。
・事件が発生した場合
のサポート態勢の確
立。
・監査メニューの見直
し。

・コンプライアンス委員会開催（定例）。
・コンプライアンス担当者会議実施（定例）。
・コンプライアンス管理者会議実施（定例）。
・「コンプライアンスの日」設定。
・「コンプライアンス川柳」の募集。
・15年11月　監査部へコンプライアンス担当者
設置（プライバシーについては総務部を窓口）
し、情報処理の一元化を図った。
・コンプライアンス研修会実施（1回）
・各ブロック毎にコンプライアンスに関する研
修会実施。
・監査部要員2名増加（15年11月1名増員、16
年3月1名増員）により、コンプライアンス内部
監査態勢強化。
・理事長宛誓約書提出（企業倫理）。
・17年1月　「事故等の取扱に関する規程」「コ
ンプライアンス委員会運営要領」「コンプライア
ンスマニュアル」改訂

・部店長会議等で事例発表。
・コンプライアンス管理者会議開催。
・コンプライアンス委員会開催。
・17年1月　「事故等の取扱に関する規程」「コン
プライアンス委員会運営要領」「コンプライアンス
マニュアル」改訂

・ 「企業ステップアッ
プ支援」として、取引
先企業の個々の悩み
や相談に乗り、当庫
が有する情報・経営
相談等を提供する。

・「企業ステップアップ支援」については、具体
的活動の検討を行った。
・16年3月に新たに融資アドバイザーを設置。
・融資アドバイザーの管理先毎に個別目標設
定し、取引先の悩みや相談に対応すべく活動
を行い、既取引先の支援を図る。
・17年3月の人事異動により融資アドバイザー
の管理先を店舗管理に改め、融資アドバイ
ザー制度を廃止し、各部店に人員を配置し
た。

・17年3月の人事異動により融資アドバイザーの
管理先を店舗管理に改め、融資アドバイザー制
度を廃止し、各部店に人員を配置した。

・ 管理専担者を各営
業ブロック１名づつ計
８名を配置。
・ 管理部において、毎
月１回不良債権会議
を開催し、回収実績、
進捗状況を報告。
・ 毎月営業店より延
滞報告を提出させ、
新規発生の防止・管
理指導。
・ 破綻懸念先以下の
不良債権回収計画の
立案、実施、管理、指
導。

・15年3月企業再生支援チーム発足（中小企
業診断士2名） 15年12月より2名増員し4名体
制とする。（全て中小企業診断士）
・合併時より管理専担者8名配置。
・不良債権検討会議実施。（15年5・6・11・12
月、16年7・8月）
・延滞報告書の月次検討評価。
・不良債権回収、個別引当金取崩目標設定と
月次実績検討評価。
・16年11月　「16年度下期不良債権検討会議」
実施。　（10営業日34店舗）
・融資アドバイザーによる中間管理の実施。
・融資アドバイザーによる初期延滞整理と不
良債権化の防止を管理部・企業再生チームと
の連携により強化。

・16年11月　「16年度下期不良債権検討会議」実
施。　（10営業日34店舗）
・融資アドバイザーによる中間管理の実施。
・融資アドバイザーによる初期延滞整理と不良債
権化の防止を管理部・企業再生チームとの連携
により強化。

要注意先債権等の健全債権化及び不良債権の新規発
生防止のための体制整備強化並びに実績公表

法令等遵守（コンプライアンス）

コンサルティング業務、M&A業務等の取引先企業への
支援業務の取組

13 （しまなみ信用金庫）


